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1 ．はじめに

文部科学省は、「小学校段階における論理的思考力や
創造性、問題解決能力等の育成とプログラミング教育に
関する有識者会議」（以下、有識者会議）を開催し、平
成28年（2016年） 6 月にこの会議での議論をとりまと
め1）、公表した。その結果を受け、中央教育審議会は、平
成28年（2016年）12月の答申「幼稚園、小学校、中学校、
高等学校及び特別支援学校の学習指導要領等の改善及び
必要な方策等について」2）で、小学校でのプログラミング
教育必修化を打ち出した。そして、その答申を受け、文
部科学省は平成29年（2017年） 3 月に公示した小学校学
習指導要領3）の総則の中に、「児童がプログラミングを体
験しながら，コンピュータに意図した処理を行わせるた
めに必要な論理的思考力を身に付けるための学習活動」
を実施するという内容を盛り込んだ。以上が、小学校で
のプログラミング教育が必須化に至る経緯である。

小学校にプログラミングに関する学習活動を導入した
意図について、有識者会議のとりまとめに基づき、中央
教育審議会は、上記の答申の中で「将来どのような職業
に就くとしても、時代を超えて普遍的に求められる「プ
ログラミング的思考」などを育むプログラミング教育を
通じて、身近なものにコンピュータが内蔵され、プログ
ラミングの働きにより生活の便利さや豊かさがもたらさ
れていることについて理解し、そうしたプログラミング
を、自分の意図した活動に活用していけるようにするこ
ともますます重要になっている」と述べている。この記
述から分かるように、このプログラミング教育は、プロ
グラミング言語の習得という従前から行われていたプロ
グ ラ ミ ン グ 教 育 で は な く、ICT
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（Information and 
Communication Technology）を自分の活動に役立てる
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ために必要な普遍的に求められるプログラミング的思考
3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3

などの基礎能力
3 3 3 3 3 3 3

（以下、普遍的なプログラミング基礎力）
の育成と捉えるべきであろう。

ところで、小学校でのプログラミング教育必修化は決

1 ）http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/shotou/122/attach/1372525.htm ＜2018年10月23日検索＞
2 ）http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo 0 /toushin/__icsFiles/afieldfile/2017/01/10/1380902_0.pdf 

＜2018年10月23日検索＞
3 ）http://www.mext.go.jp/component/a_menu/education/micro_detail/__icsFiles/afieldfile/2018/09/05/1384661_ 4 _ 3 _2.pdf 

＜2018年10月23日検索＞
4 ）http://www.mext.go.jp/component/a_menu/education/micro_detail/__icsFiles/afieldfile/2018/11/06/1403162_02_1.pdf 

＜2018年11月26日検索＞

定したが、これまでの発表では、そのプログラミング教
育を、小学校において、どのような内容で、どのような
知識・能力を、どのような体制と設備で育成していくか
といった課題について、明確にしていなかった。そこで、
文部科学省は、これらの課題を払拭すべく、平成30年

（2018年）3 月に「小学校プログラミング教育の手引き（第
一版）」を発表し、平成30年（2018年）11月に、若干の
充実を図った「小学校プログラミング教育の手引き（第
二版）」4）を発表した。この手引きでは、プログラミング
教育での指導例を示してはいるものの、育成すべき資質・
能力についての記載は、有識者会議が示した内容の解説
に止まっており、資質・能力を詳細化したものは示して
いない。また、その資質・能力をどのように評価するの
かという記載については、「プログラミングを実施した
からといって、それだけを取り立てて評価したり、評定
をしたりする（成績をつける）ものではありません」と
書いており、残念ながら、プログラミング独自の能力評
価については求めないという記載になっている。

プログラミング教育が教科として取り入れられたわけ
ではないため、そのような記載になったのではと思うが、
普遍的なプログラミング基礎力の育成という目的で始ま
ったプログラミング教育について、その学習評価を他科
目の評価基準だけに委ねることで良いのだろうか。科目
横断的な能力であれば、個々の科目の中に、その能力を
評価する尺度を組み込むことも検討できるのではないだ
ろうか。このままでは、せっかく導入したプログラミン
グ教育の効果を確認することもできず、プログラミング
教育を導入した意義が失われかねないと、危惧する。

なぜなら、小学校のプログラミング教育は、中学校の
技術・家庭科、高等学校の情報科へと引き継がれていく
ことになる。このとき、小学校でのプログラミング教育
の効果が曖昧なままであれば、中学校で行うプログラミ
ング教育において、小学校での学習を前提として考える
ことができない。ということは、中学校からプログラミ
ング教育を始めることとの差違が確認できないことにな
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る。であれば、あえて現場の混乱を招いてまで、小学校
からプログラミングを開始する意義があるのだろうかと
いった議論にもなりかねない。

また、今回の中央教育審議会の答申では、「教える」
から「学ぶ」への教授学習パラダイム転換という、大き
な教育方針の転換がなされた。そして、この転換により、

「主体的・対話的で深い学び」の実現に向けて、アクテ
ィブ・ラーニングという子供たちが主体的に学ぶ学習方
法の導入が強調されている。そして、この学びの転換に
よって重要となるのが、従前の到達度評価一辺倒の評価
から、子供たちの学習経過を捉えるための形成的評価へ
のシフトである。特に、アクティブ・ラーニングでは、
形成的評価の一つであるパフォーマンス評価5）が有効と
されている。当然、小学生のプログラミング教育も、プ
ログラミングを経験的に学ばせるというアクティブ・ラ
ーニングによる学習活動が想定される。ということは、
その学習活動での子供たちの学習状況を評価するため
に、パフォーマンス評価を導入すべきではないだろうか。
そうすれば、プログラミング教育を取り入れた他科目の
評価基準だけに委ねるのではなく、プログラミング学習
に即した学習評価を実施することができると考える。

この問題意識から、「将来を見据えた小学校プログラ
ミング教育のコンピテンシー構築に向けて」と題した研
究を開始し、パフォーマンス評価に欠かせない、プログ
ラミング教育で育成すべきコンピテンシーの構築を目指
すことにした。そして、その手始めとして、普遍的なプ
ログラミング基礎力とは何かを探るため、国内外で既に
実施されている IT（Information Technology）人材に
関する調査や情報教育の動向を調べることにした。

2 ．日本の IT 人材育成の方向性

先の中央教育審議会答申「幼稚園、小学校、中学校、
高等学校及び特別支援学校の学習指導要領等の改善及び
必要な方策等について」は、日本の初等中等教育につい
ての今後を示す指針である。そして、この答申では、教
育方針の中核に資質 ･ 能力の三つの柱を据えた。これは、
1 ）何を知っているか、何ができるか（個別の知識・技

5 ）松下佳代（2012）「パフォーマンス評価による学習の質の評価」京都大学高等教育研究第18号、pp.75-114
6 ）C. ファデル他著、岸学他訳（2016）「21世紀の学習者と教育の４つの次元」北大路書房

能）、 2 ）知っていること・できることをどう使うか（思
考力・判断力・表現力等）、 3 ）どのように社会・世界
と関わり、よりよい人生を送るか（学びに向かう力、人
間性等）というように、育成すべき資質・能力の要素を
三つに分類したものである。そして、この考え方は、
ATC21S（Assessment and Teaching of Twenty-First 
Century Skills Project）の21世紀型スキル、CCR（Center 
for Curriculum Redesign）の枠組み、OECD の新たな
展開である2030年の教育など、21世紀型能力といわれる
世界的な潮流と一致している。

知識
何を知り，何を理解しているか

スキル
知っていることを
どのように使うか

⼈間性
どのようにふるまう
か，どのように世界
と関わるか

メタ学習
どのように省察し，どのように適応するか

21世紀
の学習者

図 1 　CCR の枠組み6）

図 1 は、CCR の枠組みを図示したものである。この図
からも、資質 ･ 能力の三つの柱の 1 ）は図中の「知識」、2 ）
は「スキル」、3 ）は「人間性」に対応することが分かる。
そして、本研究が対象とする普遍的なプログラミング基
礎力、すなわち、ICT を自分の活動に役立てるために必
要な普遍的に求められるプログラミング的思考などの基
礎能力では、知識だけではなく、特に、知識をどのよう
に使うかというスキルが重要になる。そこで、目的とす
るコンピテンシーを構築する際には、ICT に関する知識

3 3 3 3 3 3 3 3 3

をどのように使うかというスキルの観点
3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3

を明確にしてお
くことが必要である。したがって、本稿で取り扱う内外
の調査では、この観点を、特に中心に探ることにする。

（1）日本の IT 人材に関する調査及び動向
日本の IT 人材については、独立行政法人情報処理推
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進機構（以下、IPA）が毎年の調査を白書として公表し
ている。その2018年版が『IT 人材白書2018』7）である。
この調査の中に、IT 人材が属する IT 企業の業種に関す
る調査があり、約70％の人材が受託開発ソフトウェア業
に就いているという結果が報告されている。すなわち、
日本の IT 人材の大部分は、顧客の要求に対してソフト
ウェアを開発するという、顧客の問題解決のための設計、
プログラミング及び実装の仕事に従事しているというこ
とになる。

ただ、今日、IoT（Internet of Things）や AI（Artificial 
Intelligence）といった ICT の急激な進展により、現実
社会の出来事が、実空間と仮想空間の隔たりのない空間
での事象として拡張している現状を捉え、第四次産業革
命や Society5.0といった言葉が叫ばれている。そして、
これらの ICT による革新を図っていくためには、ICT
人材には問題解決力だけではなく、イノベーティブな力
が求められる。

事実、産業構造審議会情報経済分科会人材育成WGは、
図 2 に示す能力を有した人材像を、次世代高度 IT 人材
像と定義し、平成24年（2012年） 9 月14日に報告書8）を
公表した。この図から分かるように、次世代高度 IT 人
材像では、従来からの ICT を問題解決に活用するため
の知識と能力（IT 関連能力）に加え、新たな事業・サ
ービスを生み出すことのできる事業創造能力を追加し
た。そして、この事業創造能力の中で、共通に求められ
能力（共通能力）として、（1）既存の価値観にとらわれ
ない自由な思考力・発想力、（2）多様性や異なる価値観
に対する受容性・理解力、（3）社会的課題や業務課題に
対する問題意識、（4）現状変革・貢献指向、（5）協業・
連携指向、（6）未来ビジョン構想力を挙げている。

先の IPA の調査でも、IT 企業の事業を、これまでの
課題解決型に加え、価値創造型という事業を定義し、今
後、どちらの事業が拡大するかというアンケートを採っ
ている。その結果は、課題解決型と比べると価値創造型
が若干拡大傾向にあるとなった。特に、その傾向は従業
員が1,000名以上の IT 企業で顕著であった。また、それ
ぞれの事業における IT 人材不足についても、アンケー
トを採っている。その結果は、どちらの事業も人材が不

7 ）https://www.ipa.go.jp/jinzai/jigyou/about.html ＜2018年 9 月10日検索＞
8 ）http://www.meti.go.jp/committee/sankoushin/jouhoukeizai/jinzai/pdf/report_001_00.pdf ＜2018年 9 月10日検索＞

足しているが、特に、価値創造型に関わる人材の不足が
深刻であった。

そして、この調査では、課題解決型と価値創造型に関
わる人材に求められる能力として、現状の IT 技術者の
質として不足している能力についてもアンケートを採っ
ている。その結果は、図 3 に示すように、価値創造型に
関わる人材では、特に、「問題を発見する力（探索能力）・
デザイン力」、「新しい技術への好奇心や適用力」、「独創
性・創造性」が求められているが、不足しているとなっ
た。これらの求められているが不足している能力につい
ては、先の事業創造能力での共通能力として示された要

IT関連能⼒

ITサービス・製品を⽣み出す
ために求められるITに関連す
る知識・能⼒

IT活⽤⼒
⾼度な⽔準でITを活⽤した事
業・サービスを⽣み出すため
に必要な能⼒

IT技術⼒
ITを駆使してシステム・ソフ
トウェアを創り出すために必
要な能⼒（＝実装・開発⼒）

その他の基本能⼒

事業創造能⼒

新たな事業・サービスを⽣み
出すために求められる能⼒

共通能⼒
次世代⾼度IT⼈材に共通して
求められる能⼒
(1)既存の価値観にとらわれな
い⾃由な思考⼒・発想⼒

(2)多様性や異なる価値観に対
する受容性・理解⼒

(3)社会的課題や業務課題に対
する問題意識

(4)現状変⾰・貢献指向
(5)協業・連携指向
(6)未来ビジョン構想⼒

役割固有能⼒
次世代⾼度IT⼈材の各⼈材像
（役割）に求められる固有の
能⼒

新たな事業・サービスを⽣み
出すために求められる基本能
⼒

• ロジカルシンキング
• クリエイティブシンキング
• プレゼンテーション
• ネゴシエーション
• ファシリテーション
• リーダーシップ
• コミュニケーション

図 2 　次世代高度 IT 人材に求められる能力
（出所：産業構造審議会情報経済分科会人材育成WG報告書p.14）
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素との類似性が高いことが分かる。これらのことから、
将来を見据えた IT 人材育成を考えるとき、これらの能
力開発も念頭に置いて検討する必要がある。
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図 3 　IT 企業の実務者層に不足している質
（出所：IPA「IT 人材白書2018」p.47）

（2） 新学習指導要領における情報教育の考え方
将来を見据えた IT 人材像に関する指針や調査結果か

ら、問題解決能力に加え、新たな価値を創造できる能力
が求められていることが分かった。それでは、初等中等
教育において育成すべき情報に関する資質・能力は、ど
のように扱われているのであろうか。先の中央教育審議
会答申は、その力を“情報活用能力”として定義しており、
三つの柱での思考力・判断力・表現力等、すなわち、ス
キルについて、「様々な事象を情報とその結び付きの視

9 ）http://www.mext.go.jp/component/a_menu/education/micro_detail/__icsFiles/afieldfile/2018/05/07/1384661_ 5 _4.pdf 
＜2018年 9 月10日検索＞

10）http://www.mext.go.jp/component/a_menu/education/micro_detail/__icsFiles/afieldfile/2018/07/11/1384661_ 6 _ 1 _2.pdf 
＜2018年 9 月10日検索＞

点から捉え，複数の情報を結び付けて新たな意味を見い
だす力や，問題の発見・解決に向けて情報技術を適切か
つ効果的に活用する力」と定めている。このことから、
初等中等教育でも、問題解決力に加え、新たな意味を見
いだす力が重視されていることが分かる。なお、小学校
でのプログラミング教育は、この情報活用能力の育成の
中に含まれている。

それでは、この情報活用能力の育成方針に従って、小
学校、中学校、高等学校での情報教育で養うスキルはど
のような内容になっているかについて、平成29年 3 月と
平成30年 3 月に公示された各学習指導要領での記載を見
てみることにする。小学校では、前述の通り、情報に関
する教科は設けられていないが、従来の教科の中でプロ
グラミング教育を導入することになり、その中で育成す
べきスキルとして論理的思考力

3 3 3 3 3 3

が挙がっている。中学校
では、これまで通り技術・家庭科9）の中で情報教育が行
われるが、現行の学習指導要領にスキルに関する記述が
複数追加された。例えば、「問題を見いだして課題を設
定し，使用するメディアを複合する方法とその効果的な
利用方法等を構想して情報処理の手順を具体化するとと
もに，制作の過程や結果の評価，改善及び修正について
考えること」といった記述のように、育成すべきスキル
として問題解決力

3 3 3 3 3

が示された。
高等学校の情報教育についても、これまで通り情報

科10）が設定されているが、「情報Ⅰ」と「情報Ⅱ」とい
う二階層の科目構成に変更となり、一階層であった従来
の科目構成よりも内容が強化された。そして、「情報Ⅰ」
で育成すべきスキルについては、「様々な事象を情報と
その結び付きとして捉え、問題の発見・解決に向けて情
報と情報技術を適切かつ効果的に活用する力を養う」と
記述されている。「情報Ⅱ」で育成すべきスキルについ
ては、「様々な事象を情報とその結び付きとして捉え、
問題の発見・解決に向けて情報と情報技術を適切かつ効
果的、創造的に活用する力を養う」と記述されている。
これらの記述から、「情報Ⅰ」と「情報Ⅱ」では、とも
に育成すべきスキルとして問題解決力があり、「情報Ⅱ」
では、それに加えて創造力

3 3 3

の育成が求められていること
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が分かる。
以上のことをまとめると、初等中等教育における情報

教育で養うべきスキルとしては、小学校での論理的思考
力から始まり、問題解決力に進み、さらに、創造力へと
段階的に育成していく設計になっていることが分かる。
そして、この学習指導要領が示す、問題解決力から創造
力へと展開していくスキルの育成は、次世代高度 IT 人
材像に求められるスキルとも一致していることが分か
る。したがって、普遍的なプログラミング基礎力を検討
する場合には、これらの展開を視野に入れて設計する必
要があるだろう。

3 ．アメリカでの情報教育の政策と現状

（1）推進組織
① 情報技術者の不足

日本と同様に米国でも、IT 技術者の不足が予測さ
れている11）。米国では IT 技術者の不足が50万人に達す
る。 こ の 数 字 は2016年 の 米 国 大 学 CS（Computer 
Science）学部卒業生総数の10倍にもなる12）。因みに日
本での IT 技術者の不足は2016年には17万人であっ
た13）。このため米国政府も産業界も日本と同様に、現
在および将来の IT 技術者不足を解消するために、IT
技術者のより積極的な育成を目指して、初等教育から
プログラミング教育を導入しようとしている。
② CS 教育推進活動

米国でプログラミング教育の普及を目的とするこの
ような団体の一つとして Code.org14）がある。Code.org 
は初等中等教育における CS カリキュラムガイド（CS 
Discoveries Curriculum Guide）15）を策定して発表し
た。

11）Adams, J.C. (2016) “US-BLS: Computing Employment Outlook Remains Bright”, April 30, Blog@CACM, https://cacm.acm.org/
blogs/blog-cacm/201784-us-bls-computing-employment-outlook-remains-bright/fulltext ＜2018年12月 1 日検索＞

12）Prachi Patel (2017) “More Teachers, Fewer 3D Printers: How to Improve K–12 Computer Science Education” IEEE Spectrum, 
October 2, https://spectrum.ieee.org/tech-talk/at-work/education/what-500-million-could-mean-for-k12-computer-science-
education. ＜2018年12月 1 日検索＞

13）経済産業省 (2016) 「IT 人材の最新動向と将来推計に関する調査結果」、 
http://www.meti.go.jp/press/2016/06/20160610002/20160610002.html ＜2018年12月 1 日検索＞

14）https://code.org/ ＜2018年12月 1 日検索＞
15）https://docs.google.com/document/d/ 1 hzG 2 yKUrvXKGq_ee 0 E 1 fAyxbzRL_8-bbldgyLG 7 m_X 4 /preview# 

＜2018年12月 1 日検索＞
16）K–12 Computer Science Framework (2016) Retrieved from http://www.k12cs.org/ ＜2018年12月 1 日検索＞
17）https://www.csteachers.org/ ＜2018年12月 1 日検索＞

CS 分野の代表的な学会である ACM（Association 
for Computing Machinery） は 上 記 の 危 機 感 か ら、
Code.org を含む関連 5 団体と合同で、初等教育から
の CS 教育の全体的枠組み（K–12 Computer Science 
Framework）を2003年に開発した16）。上記の枠組みは
恒常的に改訂されており、初等中等教育で表 1 に示す
5 つの中核概念及び 7 つの中核実践を教育することを
提案している。

CS 教育の全体的枠組みでは、以下の 4 期のそれぞ
れについて教えるべき内容を表 1 の項目毎に示してい
る。

・幼稚園上級（ 5 歳）から 2 年生（ 7 歳）
・ 3 年生（ 8 歳）から 5 年生（10歳）
・ 6 年生（11歳）から 8 年生（13歳）
・９年生（14歳）から12年生（17歳）
初等教育を担当する教員の側でも、CS 教育を普及

させようとする団体 CSTA（Computer Science Teachers 
Association）17）を ACM が2004年に設立して、CS 教育
を初等中等教育現場へ普及しようとしている。CSTA
は今日では145か国に 2 万 5 千人の会員を持つ世界的
な組織になっている。

表 1 　CS 教育の中核概念と中核実践

中核
概念

1. コンピュータシステム
2. ネットワークとインターネット
3. データと分析
4. アルゴリズムとプログラミング
5. コンピュータの影響

中核
実践

1. 包括的なコンピュータ文化の育成
2. コンピュータによる協働
3. コンピュータでの問題の認識と定義
4. 抽象化概念の開発と利用
5. コンピュータ人工物の創造
6. コンピュータ人工物のテストと精緻化
7. 計算についてのコミュニケーション
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CS 教 育 は 数 理（STEM: Science, Technology, 
Engineering and Mathematics）教育との関係も深い
の で、STEM 教 育 を 推 進 す る 団 体 で あ る MNSI

（National Math and Science Initiative）18）との連携に
よって、STEM 科目との連携・応用により教育現場
への浸透を目指している。

CSTA は上記の全体的枠組みを発展させて、プロ
グラムを充実・詳細化したカリキュラム標準（CSTA 
K–12 Computer Science Standards）を2011年に制定
し、更に2017年には改訂版を発表して、幼稚園児（ 5
歳）から高等学校最終学年（18歳）までの教育プログ
ラムを提案している19）。

（2） 現状
① 米国の政府と産業界の積極的投資

米国の政府と産業界は、CS 教育を普及させるため
に、積極的な投資をしている。産業界は 5 年間で総額
3 億 ド ル を 提 供 す る と 公 表 し た。 米 国 教 育 省

（Department of Education: DoE）は、CS 及び STEM
教育に毎年 2 億ドルを支出することを目指す20）。

以上で総額13億ドル（およそ1,430億円）になる。
しかし米国全体では高等学校はおよそ31,700校、小学
校がおよそ67,000校ある。各校で一人の教員を夏の
CS 教員育成コースに参加させるとそれだけで 6 億 5
千万ドルかかる。13億ドルの丁度半分になるので、13
憶ドルで 5 年間の間に 2 回実施できる勘定になる。５
年で13億ドルなので毎年均等に支出すると考えると、
一人の教員を育成する夏の研修費を毎年 4 割の学校に
提供できる21）。

18）http://www.nms.org/ ＜2018年12月 1 日検索＞
19）CSTA (2017) 2017 CSTA K-12 Computer Science Standards, https://www.csteachers.org/page/standards 

＜2018年12月 1 日検索＞
20）Cecilia Kang (2017) “Tech Firms Add $300 Million to Trump Administration’s Computer Science Push” September 26, https://

www.nytimes.com/2017/09/26/technology/computer-science-stem-education.html ＜2018年12月 1 日検索＞
21）Mark Guzdial (2017) ”How Much CS Ed Will $1.3B Buy You? Not Enough to Reach Every U.S. School, Nor Every Child”, 

Communications of the ACM, September 27 , https://cacm.acm.org/blogs/blog-cacm/221427-how-much-cs-ed-will-1-3b-buy-you-
not-enough-to-reach-every-u-s-school-nor-every-child/fulltext ＜2018年12月 1 日検索＞

22）Debra Viadero (2018) “Teacher Recruitment and Retention: It’s Complicated” Education Week, December 1, https://www.
edweek.org/ew/articles/2018/01/24/teaching-shortages-many-answers-for-a-complex.html ＜2018年12月 1 日検索＞

23）Mark Guzdial (2017b) “Unpacking models of what the $USD1.3B might achieve in Computing Education: We need long-term 
vision and will” October 4, https://computinged.wordpress.com/2017/10/04/unpacking-models-of-what-the-usd1-3b-will-achieve-
in-computing-education/ ＜2018年12月 1 日検索＞

24）Prachi Patel, 2017 前掲
25）MassCAN et al., (2017) State of the States Landscape Report: State-level policies supporting equitable K-12 computer science 

education, https://code.org/files/State_of_the_states.pdf ＜2018年12月 1 日検索＞ 

② 教員の不足
米国の初等中等教育全体では教員は不足していな

い。しかし特殊教育（特別支援学級担当教員）の他、
数学・CS・科学等の STEM 科目では、教員不足が恒
常的に続いている22）。

上記のように米国政府及び産業界は、CS 教育がで
きる教員を育成しようとしているが、そもそも全米で
CS 教員育成コースが不足している。米国内で CS 教
員養成コースは10未満しかなく、教員研修各コースに
20名定員とすると年間200名しか現状では CS 教員を
輩出できない（Mark Guzdial, 2017b）23）。

Mark Guzdial （2017b）は、13億ドルでは CS 教育
を普及させるための「頭金」にしかならず、定着させ
るには長期的な視点に基づく根本的な制度改革、例え
ば大学の教育学部での CS 教員育成制度の充実（CS
教員を育成する講座の増設）等が必要であると主張し
ている。
③ 地方政府の対応の遅れ

特に地方政府（州）では、CS 教育プログラム採用
が遅れている24）。2016年時点で CS 教育標準（前記）を
採用したのは 6 州25）、2017年10月時点で50州のうち CS
教育標準（前記）を採用したのは10州、検討中が10州
である。高校で CS 教育を選択科目に採用したのは33
州、必修にしたのは 1 州（検討中が 2 州）だけである。

MassCAN et al., （2017） は上記の状況に鑑み、州の
実施すべき10の優先政策を示して、その州別実施状況
を集計・報告し、導入成功のポイント、導入時の課題
等を紹介している。



10

日米英の情報教育政策等から考察する将来を見据えた IT 人材育成について

予算や合意形成等、多様な実施障害の中でも、前記
のように CS を教育できる教員の不足が最大の問題で
ある。しかしこれは、下記の理由により今後さらに悪
化が懸念されている。

・現在の CS 教員の定年退職
・�若い CS 技術者は教育には行かない（技術者とし

て企業でもっと稼げる）
Code.org の Yongpradit は CS 教育を担当できる教

員の育成に資金を使うべきであると主張している
（Prachi Patel, 2017 前掲）。

（3） 米国での実地調査結果
筆者の一人は2018年11月に，初等・中等教育への CS

教育普及を目標とする米国某団体支部の紹介で、米国大
都市の郊外にある某小学校におけるプログラミング教育
を見学し、プログラミング教育の担当教員及びその団体
職員にインタビューを実施した。以下はその結果の要旨
である。

その小学校では 4 年次（10-11歳）から Scratch プロ
グラミングを教育している。上記の教員や団体職員は、
前記の Code.org や CSTA のシラバスが幼稚園からの教
育カリキュラムを提案していることは知っていた。しか
し多くの小学校にはプログラミングを教育できる教員が
一人もいない。そもそも STEM 科目を教える教員が不
足しているので、これらの教員に CS 教育も分担させる
ことはできない。

上記団体はインタビューした同小学校に対して非常勤
講師（同団体職員）を派遣し、上記の教育を行っている。
同団体は夏休みにプログラミング教育指導者コースを開
設し、プログラミング教育ができる小・中・高等学校教
員の育成を推進している。しかし、担当地域の学校数が
多いために、各校に一人のプログラミング教育担当教員
を育成するという目標に、実際が追い付かない状況であ
る。

同団体職員は STEM 教育と CS 教育との連携も考え
ている。しかしこれは将来の目標で、現在の目標はプロ
グラミング（又は CS）教育を目的とする授業の開講と、

26）文部科学省（2015）「諸外国におけるプログラミング教育に関する調査研究報告書」文部科学省平成 26 年度・情報教育指導力向
上支援事業、http://jouhouka.mext.go.jp/school/pdf/programming_syogaikoku_houkokusyo.pdf ＜2018年12月12日検索＞

27）Department for Education UK（2013）“National curriculum in England: computing programmes of study”, https://www.gov.
uk/government/publications/national-curriculum-in-england-computing-programmes-of-study/national-curriculum-in-england-
computing-programmes-of-study ＜2018年12月12日検索＞

これに必要な教員の育成である。上記小学校の場合には、
Scratch を実習で教え、生徒の理解度をクイズ（小テス
ト）への回答から採点して、生徒の成績評価としている。

地域には多数の小・中・高等学校があり、学校間の格
差が大きい。優れた学校ではプログラミング教育担当教
員が配置されて上記のようなプログラミング教育を実施
している。しかし多くの学校には CS 教育ができる教員
がおらず、上記団体は各校に一人の CS 専門教員を配置
することを目標に、既に 5 年間の活動をしている。

4 ．イギリスでの情報教育の政策と現状

イギリス（UK: United Kingdom of Great Britain and 
Northern Ireland）では、イングランド・ウェールズ・
北アイルランドの３つの地域（非独立国）における教育
制度は大差がないが、スコットランド地域の教育制度は
他の 3 つの地域とは大きく異なっている。ここでは、主
にイギリスの人口の80% 以上を占めるイングランドに
おける情報教育の状況を説明する。イギリスは、2013年
9 月にナショナルカリキュラムを公表し、2014年 9 月よ
り、義務教育（ 5 ～14歳）の公式カリキュラムにプログ
ラ ミ ン グ 教 育 を 含 む「Computing programmes of 
study」（コンピューティングプログラムの学習。以降、
教科 Computing と呼ぶ）という新教科を導入しており、
G20の経済的上位国の中で、先駆けてプログラミングを
イングランド全域の公立学校でのカリキュラムの中核に
位置づけた。

（1） 教科 Computing の構成、教育目的と理念の形成
教科 Computing は、CS（Computer Science）、IT

（Information Technology）、DL（Digital Literacy） の
3 つの柱で構成されており、プログラミングは主に CS
を学習し、理解するための１つのプラクティカルワーク
として扱われている26）。

2013年 9 月に公表したナショナルカリキュラムの教科
Computing の章27）において、情報教育の目的を、次のよ
うに説明している。
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・質の高いコンピューティング教育は、生徒にコンピ
ュ テ ー シ ョ ナ ル シ ン キ ン グ（Computational 
Thinking）や、世界を理解し、変えていくための
創造性を育成する。教科 Computing の中核は、コ
ンピュータサイエンスである。コンピュータサイエ
ンスでは、情報と計算の原理、ディジタルシステム
の仕組みに関する知識と、プログラミングを通して

3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3

それらの知識の活用方法
3 3 3 3

を学ぶ。そして、この知識
と理解に基づき、生徒は ICT を駆使して、プログ
ラムとシステムや、さまざまなコンテンツを創造で
きるようになる。また、教科 Computing では、生
徒が将来の職場で能力を発揮できるように、ディジ
タル世界の積極的な参加者として、ICT を活用し
て自己表現するなどのディジタルリテラシーを身に
つける。

つまり、イングランドで情報教育の主要な目的の 1 つ
は、コンピュテーショナルシンキングを生徒たちに習得
させることである。コンピュテーショナルシンキングは、
コンピュータサイエンスの知識だけでなく、情報モラル、
IT を使って問題を解決するための独特な考え方や解決
方法などを指す。

イングランドでは、1990年代からコンピュータの操作
方法等の ICT リテラシーを中心に学ぶ教科として「ICT」
を義務教育に組み込んでいたが、授業内容が単調で、生
徒の勉強意欲を引き起こすことが難しく、教科の在り方
について見直す必要があった。また、教科 ICT は設置
されているものの、他の教科と比べて存在感が低かった。
社会の情報化が一層加速していくなか、産業界から情報
分野に関わる人材の育成を求める声があがっていたこと
も後押しとなり、教科 ICT の教訓を踏まえたうえで、
教科 Computing が新設置された。これまでの教科 ICT
は、主に Office などのソフトウェアの使い方に重点を置
いたが、IT を問題解決するための道具として能動的に
応用する力、いわゆるコンピュテーショナルシンキング
をあまり重要視していなかった。教科 Computing を教
える際に、他の教科の物理や生物学を教えると同様に、
生徒に深く考察させたり、論理的に学ばせたりする必要
がある。すなわち、生徒たちは、原理と概念を学習すれ
ば物理的な世界や生物学的な世界を理解できるように、
コンピュテーショナルシンキングを学習すれば、ディジ
タル世界をより深いところまで理解することができるよ

うになる。
教科 Computing のカリキュラムにおける情報教育と

は、単に一部のアプリケーションの操作や使用方法の習
得に留まるものではなく、抽象概念、論理、アルゴリズ
ムやデータ表現を含む、コンピュータサイエンスの原理
と概念の基礎を理解し、応用できることや、コンピュー
タのプログラムを書くような実用的な経験を繰り返した
り、プログラミング言語を使って論理的に考えたりする
ことが明文化されている点に留意すべきである。なによ
り、生徒が学習の中で、コンピュータサイエンスや創造
的な活動の面白さに触れながら、思考や創作のツールと
して ICT を活用する方法を学んでいくというコンセプ
トがカリキュラムのなかで強調されている。このように、
教科 Computing は、独自の知識体系を有し、生徒たち
を独立した学習者・評価者ならびに潜在的新技術の設計
者として育て上げる教科である。

（2） 教科 Computing の 4 つの教育段階 
イングランドの情報教育は、 4 つの段階（Key Stage 

1～ 4 ）に分けられ、それぞれのキーステージにおける
主な学習内容を次のように規定している。

・Key Stage 1（ 5 ～ 6 歳（小学 1 年～ 2 年））：アル
ゴリズムの理解、簡単なプログラムの作成とデバッ
グ、デジタルコンテンツの作成・整理・格納、操作・
検索。

・Key Stage 2（ 7 ～11歳（小学 3 ～ 6 年生））：順次
実行・繰り返し・条件分岐などの基本構造を使って、
特定の目標を達成するためのプログラムの設計、作
成とデバッグ。

・Key Stage 3（12～14歳（中学 1 ～ 3 年生））：現実
問題や物理現象の状態と振る舞いのモデル化。同じ
問題に対する代替アルゴリズムとの可用性の比較。
2 つ以上のプログラミング言語を使用して、さまざ
まな計算問題の解決。

・Key Stage 4（15～16歳（高校 1 年～ 2 年））：コン
ピュータサイエンスやディジタルメディア、情報技
術に関する活用能力、創造性と知識の開発。問題の
分析・解決、設計、計算思考スキルの開発と適用。
技術の成長が安全性とプライバシーに与える影響に
対する理解。

イングランドにおいて、教科 Computing は独立教科
として、小学校から中学校の間（Key Stage 1～ 3 ）で
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は週に 1 時間、高校（Key Stage 4）では少なくとも週
に 2 時間の授業が行われることが一般的である。また、
イングランドの小学校などの初等教育では日本と同じよ
うに、学級担任制である28）ことから、教科 Computing
を含むほぼ全教科は基本的に担任の教員が教えることに
なる。このため、教員はコンピュータサイエンスの知識
を学ぶ必要がある。

前述したように、イングランドでは、教科 Computing
を必修化する前から、教科 ICT がすでに義務教育のカ
リキュラムに組み込まれていた。この教科 ICT を担当
していた教員が教科 Computing を引き継いで教えてい
る29）。ただ、イギリスにおいても、日米と同様に、教科
Computing を担任できる教員が不足している。

（3） 教科 Computing の現状 ・推進体制と課題
教科 Computing が義務教育化されてから 3 年間を経

過した2017年11月に、イギリスでの学士院に当たるロイ
ヤル・ソサエティは、過去の 3 年間でイングランドでの
情報教育に対する取り組みや事例を調査し、341名の小
学校教員と604名の中学校教員からアンケート回答を回
収し、分析の結果を報告書として発表した30）。この報告
書によると、2012年～2017年で、イギリス政府は教科
Computing の担当教員の採用を増やす方針を掲げてい
たが、目標値の68% しか達成できなかった。また、2012
年よりイギリス政府は教科 Computing の担当教員の養
成訓練事業のために約150億円を投入してきたが、アン
ケートに回答した中学校の教員の中の26％は、過去 1 年
間においてコンピューティング関連の専門的な研修活動
を一度も受けていないと回答した。

また、報告書では、イングランドでは70% 以上の生
徒が GCSE31）のコンピュータサイエンスの教科を提供す
る学校に通っているが、GCSE でコンピュータサイエン

28）文部科学省（2010）「諸外国の義務教育制度の概要」http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo 3 /045/siryo/__
icsFiles/afieldfile/2012/03/19/1318730_5.pdf　＜2018年12月12日検索＞

29）神谷加代（2018）「コンピューティング必修化から 3 年が経った英国、報告書に記された 5 つの課題とは？」https://www.
watch.impress.co.jp/kodomo_it/news/1103315.html　＜2018年12月12日検索＞

30）The Royal Society （2017） “After the reboot: computing education in UK schools,” available via, https://royalsociety.org/~/
media/policy/projects/computing-education/computing-education-report.pdf ＜2018年12月12日検索＞

31）General Certificate of Secondary Education の略で、16歳で受ける全国統一試験のことである。コースは14歳（Year10）から２
年間である。最後に試験を受けて義務教育終了となる。成績評価は A ～ U のグレードで評価され、大学進学希望者は、一般的
に 8 ～10科目を受験する。教科は選択性である。

32）https://www.computingatschool.org.uk/、CAS の公式 HP には、子供たちにコンピューティングの良質な教育を提供することに
情熱を持っている個人のコミュニティであり、専門的かつ実践的コミュニティであると説明されている。2018年12月16日現在、
CAS には、31,427名のユーザー、4,734本の教材、102,411件の投稿議論と278個の CAS ローカルコミュニティが登録されている。

スを選択した生徒は、全生徒の中でわずか11％に過ぎな
かったことを問題視している。特に、教員のコンピュー
ティングに対する知識の豊富さや指導のレベルが、生徒
のコンピュータサイエンスに対する興味と感心の度合い
に直接的に関係すると指摘されているので、より本物か
つ均一な情報教育を生徒に提供するためには、全学校の
教員に階層的でかつ継続的なコンピューティング教育を
支援する体制を強化する必要があると提言している。そ
して、教科 Computing の担当教員に、数学や物理など
の教科と同等レベルの教育支援を機能的に提供するため
には、政府および業界からは今の投資額の10倍以上の資
金を調達する必要があると指摘している。

現在、イングランドにおいて教科 Computing の担当
教員への支援は、産学官の連携体制を整えており、いく
つかの外部団体がその中で大きな役割を果たしている。
例えば、CAS（Computing At School）は既存の大学を
拠点とし、BCS（British Computer Society, 英国コンピ
ュータ協会）などのコンピュータサイエンス関連の学会
の支援をうけて成立したコミュニティである32）。この
CAS は、コンピュータサイエンスを中心としたコンピ
ューティング教育を、全ての小中学校で、生徒に質の高
いコンピューティング教育が提供できるように、教員を
支援することを目的としている。CAS は、熱心なボラ
ンティア活動を基盤とするモデルであり、最小限のリソ
ースで大学研究者と小中学校教員との間で、相互支援的
なプラクティカルなコミュニティの構築に成功してい
る。CAS をもとに成立した「Network of Excellence」
というサブグループは、小中学校の教員を指導するマス
ターティーチャーを派遣し、草の根的な研修ネットワー
クを支援している。また、「Barefoot Computing」とい
うグループは、小学校向けの教材と演習素材を提供して
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いる。それらの教材と演習素材は、CAS のサイトを通
じて、無料で提供している。その他に、イギリス教育省
に認定された「CAS Research」というグループがあり、
教員研究において中心的な役割を果たし、産業界からも
支 援 を 受 け て い る。 ま た、 こ の 支 援 に よ り、 教 科
Computing の授業にゲストスピーカーを呼んだり、生
徒たちが IT 企業を訪問したりするような活動を、年 1
回程度の割合で実施する学校が多くある33）。

ロイヤル・ソサエティは、先述の調査報告書において、
コンピューティング教育を推進するためには、教育研究
の資金提供者、研究者、教員ならびに政策決定者に対し
て、次の問題解決を図るための戦略計画をまず策定すべ
きであると提言している。

・学校におけるコンピューティング教育のための長期
的な研究アジェンダの確立

・多くのステークホルダによるコンピューティング教
育推進プログラムへのコミットメント

・コンピューティング教育研究を推進するための学際
的チームの設立と全国的取組。

・研究者、教員、そして教員間での知識の効果的な共
有

以上のように、イングランドでは新教科 Computing
が義務教育へ導入されてから 4 年間あまり経過したが、
いまだに様々な問題に直面しながら、改善策を模索して
いる途中にある。教員不足に加え、既存教員へのサポー
ト 不 足、 教 員 の 指 導 ス キ ル の 低 さ、 生 徒 の 教 科
Computing に対する学習意欲の低さ、習熟度や評価に
関する指標の不明確さ、等々の課題があがっている。こ
れらの課題に対する取組は、産学官で連携体制をとりな
がら、CAS などの教育関係団体を中心に進められてい
る。イングランドが抱えるこれらの課題も日本の情報教
育が、これから直面する課題でもあると予見できるだろ
う。

5 ．おわりに

ここまで、日本、アメリカとイギリスの三国での情報
教育の政策と現状について述べてきた。アメリカとイギ

33）神谷加代、2018 前掲
34）有識者会議とりまとめ、2016年 前掲

リスでは、既にプログラミングを含めた情報教育が、初
等教育から開始されており、内容については、次の点で、
日本の情報教育と異なっていた。特に、 1 ）、 2 ）につ
いては、小学校でのプログラミング教育との違いが顕著
であった。

1 ）情報教育の中心は、コンピュータサイエンスの教
育であり、プログラミング教育は、その一部として
取り上げられている。

2 ）情報教育を独立した授業科目として実施してい 
る。

3 ）情報教育を 5 ～16、17歳の間での、継続的で段階
的な学習として、カリキュラムを構築している。

日本の小学校で導入されるプログラミング教育は、先
述の通り、従来からのプログラミング教育ではなく、
ICT を自分の活動に役立てるために必要な普遍的に求
められるプログラミング的思考などの基礎能力である。
プログラミング的思考は、イギリスのカリキュラムでも
取り上げられているコンピュテーショナルシンキングと
同義であり34）、アメリカとイギリス両国の情報教育の目
的と共通する点も多い。しかし、日本が掲げる情報教育
の内容は、両国のコンピュータサイエンスという学問分
野として定義されている内容と比べると、学習内容の取
扱に冗長さが生じる可能性がある。特に、小学校では、
プログラミング教育を他科目の中で取り扱うことになっ
ており、この点においても、両国と比べて、各小学校で
のプログラミング教育の取り扱われ方に差異が発生する
恐れがある。

加えて、両国の情報教育に関するカリキュラムでは、
5 ～16、17歳の間の学習内容が継続的に示されている。
しかし、日本の学習指導要領では、小学校のプログラミ
ング教育、中学校の技術・家庭科、高等学校の情報科に
ついて、それぞれの間での接続に関する記述、すなわち
学習の範囲や深さの境界に関する記述が明確であるとは
言い難い。また、小学校でのプログラミング教育、中学
校の技術・家庭科、高等学校の情報科は、各学校のすべ
ての学年において実施されるものではないため、情報教
育が実施されない学年（ブランクの年）が発生し、学習
の継続的な実施といった点についての問題も含んでい
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る。
情報教育を担当する教員不足については、三国とも共

通した問題である。そのための対策として、教員教育、
専門教員の採用、産学官の連携、教材の充実などの手段
が、三国とも検討され、実施も進められている。ただ、
この問題解決は、容易なことではない。現に、日本にお
いても、高等学校の情報科は2003年度から始まっている
が、2016年度の調査では、全国の情報科担当教員の内、
情報の教員免許をもつ専任教員の割合は 2 割程であり、
多くが、免許外教科担任や臨時免許状の交付を受けた教
員が担当しているという報告がなされている35）。このよ
うに、既に開始から十数年経った高等学校の情報科にお
いても、現場の担当教員の資質に大きなばらつきが予想
される状況にある。このことは、これから始まる小学校
の教育現場でも起こり得るであろう。このような場合、
考えなければならないのが、教育の質保証である。

以上の三国の比較から、日本の情報教育においては、
小学校での学習内容の冗長性の問題や、小学校から高等

35）毎日新聞、平成28年10月 6 日、東京版夕刊

学校までの学習の継続性に関する問題、教員の資質のば
らつきによる質保証の問題などが内在していると考えら
れる。したがって、本稿では、それらの対策の一つとし
て、情報教育における評価基準、特に、パフォーマンス
評価の必要性を提言する。この評価は、小学校から高等
学校までにおいて、継続的に評価できるものであること
が望ましい。すなわち、論理的思考から問題解決力、創
造力へとつながる評価基準を構築する必要がある。よっ
て、本研究では、日本の情報教育における評価基準とし
て利用できるコンピテンシーの策定に向けて、研究を継
続していく予定である。
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